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松本研究室  0912025  中島実咲 

１．背景・論点 

 環境省 1)によると，平成 21年度のごみ総排出量（計

画収集量・直接搬入量・集団回収量の合計）は 4625万

トンであり，平成 12年度と比較すると 858万トン減少

している．一方で，リサイクル率（直接資源化量・中

間処理後再生利用量・集団回収量・家電再商品化量の

合計÷ごみの総処理量・集団回収量・家電処理量の合

計×100）は平成 12年度と比較すると，6.2パーセント

ポイント増加している．また，平成 22年度に改定され

た廃棄物処理基本方針で，平成 27年度の一般廃棄物排

出量の目標値が平成 19 年度比約 5%削減と定められた． 

ごみ減量化のための数ある施策の中でも，家庭ごみ

の処理にかかる手数料を徴収する制度（以下，有料化）

とごみの再利用・再資源化といったリサイクル回収（以

下，分別収集）の家庭系ごみ減量効果は，先行研究で

認められている．上記の二手法のうち，有料化は全国

市区町村割合で 60%が実施しており 2)，家庭系ごみ減

量効果については多くの研究がなされている 3),4),5) ,6)． 

一方で，分別収集の家庭系ごみ減量効果については，

笹尾 4)によって示されているが，これは一時点のデー

タに基づいた重回帰分析である．そのため本研究では，

資源ごみ分別収集のごみ総排出量，可燃ごみ，その他

ごみ，および可燃＋その他ごみ減量効果について時系

列を考慮した分析を行い，同一の市の分別数や分別品

目，社会経済的状況等の経年変化を捉えた分析を行う．

本研究におけるその他ごみとは，不燃ごみ・粗大ごみ・

その他ごみの合計を示す．笹尾 4)と異なる目的変数を

用いた理由は，分別数が各ごみ排出量に異なる影響を

及ぼすと考えられるからである．なお，分析に用いた

ごみ区分が自治体間で統一されているわけではないこ

とに留意する必要がある．本研究では，資源ごみ分別

収集を「有料化手法を用いずに，再資源化可能なごみ

を収集すること」と定義する． 

２．研究の目的・意義 

本研究の目的は，家庭における資源ごみ分別収集の

ごみ減量効果を，時系列を考慮して定量的に示すこと

である．同時に，資源ごみの分別品目がごみ排出量に

与える影響を分析する． 

本研究の意義は，資源ごみ分別収集や資源ごみの分

別品目がごみ排出量に与える影響を明らかにすること

で，全国自治体の今後の資源ごみ収集方法に関する施

策決定の際に，ごみ減量により効果的な資源ごみの分

別収集方法を考慮した施策を検討することが可能とな

ることである． 

３．研究方法 

(1)分析対象 

まず，分析対象期間について述べる．環境省が公開

する一般廃棄物処理実態調査結果 1)
 （以下，実態調査）

の平成 18年度以前のデータでは，事業系ごみ排出量と

家庭系ごみ排出量の合計値のみが示されており，それ

らが区分されていない．本研究では，「家庭における資

源ごみ分別収集のごみ減量効果を，時系列を考慮して

定量的に示すこと」を目的としており，家庭系ごみの

みのデータが必要となるため，本研究の分析対象期間

は家庭系ごみ排出量が区分されている平成 19～21 年

度とする． 

次に分析対象地の選定方法について述べる．本研究

では，日本の市レベルで，「家庭における資源ごみ分別

収集のごみ減量効果を，時系列を考慮して定量的に示

すこと」を目的としている．そのため全国 786 の市よ

り，実態調査 1)と山谷 7)に基づき，資源ごみ分別収集の

みを行っている市を抽出した．本研究では，時系列と

クロスセクションを同時に考慮するため，その中から

分析対象期間である平成 19～21 年度内に合併した市

を除いた．さらに，プラスチックについては，それが

分別収集されていない場合，可燃ごみかその他ごみ（不

燃ごみを含む）のどちらに排出されるかが，市によっ

て異なる．そのため，プラスチックを分別することで

得られるごみ減量効果が，実際に排出されたごみの種

類とは異なるごみ排出量に表れる可能性がある．そこ

で，調査により少数派であった，その他ごみとしてプ

ラスチックを排出している市を除いた．その結果，103

市が分析対象として抽出された．  

(2)データ  

分析に用いるデータは，主に統計書・ウェブ等で公

開されている統計資料から取得する． 人口密度，平均

所得，および平均世帯人数については，総務省の統計

書 8) ,9)より，人口，世帯数，市の面積，課税対象所得，

および納税義務者数を調査し，算出した．しかし，人

口，世帯数，および市の面積のデータに関しては 18～

21 年度が得られなかったため，当該期間については，

平成 17 年度と平成 22 年度のデータを元に，内挿によ

り線形補間した上で算出している．また，各ごみ排出

量，分別数，および分別品目に関するダミー変数につ

いては，実態調査 1)より取得した． 

資源ごみの分別品目は，ペットボトル，容器包装プ

ラスチック，白色トレー，プラスチック（容器包装プ

ラ・白色トレー除く），紙，紙パック，紙製容器包装，

金属，ガラス，剪定枝，廃食油，生ごみ，布の 13品目

であり，各市が分別している場合は「1」，そうでない
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場合は「0」とするダミー変数を用いて分析を行う． 

(3)分析方法 

1)推定式 

笹尾 4)は，分別収集時の分別数が家庭系ごみ排出量

に与える効果を，式（1）により推定している．しかし

重回帰分析では一面的なごみ減量効果を評価している

に過ぎないと指摘されているため 5)，本研究では複数

時点での複数の市をサンプルとするパネルデータによ

る分析を行う． 

 

Wastei = C + a1A_Inci + a2A_HNPi + a3N_Clsi  

+ a4(N_Cls)
2
i + a5D_PSi  （1） 

Waste：家庭系ごみ排出量（g/人/日），A_Inc：平均所得

（円），A_HNP：平均世帯人数（人），N_Cls：分別数，

D_PS：有料化導入ダミー変数，C：定数項，a1～a5：係

数，i：市  

 

本研究では，時系列的に分析を行うため，式（1）に

時間を表す t を考慮する．また，ごみ排出量に影響を

与えると考えられる説明変数（以下，表 1 参照）と分

別品目に関するダミー変数を加え，各ごみ排出量を目

的変数とした式（2）～（4）を用いて，分別数が各ご

み排出量に与える効果を分析する．  

 

W_Lift = C1i + b1POP_Dit + b2A_Incit + b3A_HNPit  

+ b4N_Clsit +
j

jitj Dc + it（2） 

W_Comit = C2i + b5POP_Dit + b6A_Incit + b7A_HNPit  

+ b8N_Clsit +
j

jitjDc + it（3） 

W_Othit = C3i + b9POP_Dit + b10A_Incit + b11A_HNPit  

+ b12N_Clsit +
j

jitj Dc + it（4） 

W_COit = C4i + b13POP_Dit + b14A_Incit + b15A_HNPit  

+ b16N_Clsit +
j

jitjDc + it（5） 

 

W_Lif：ごみ総排出量（g/人/日），W_Com：可燃ごみ排

出量（g/人/日），W_Oth：その他ごみ排出量（g/人/日），

W_Com：可燃ごみ＋その他ごみ排出量（g/人/日），

POP_D：人口密度（人/km²），D：分別品目に関するダ

ミー変数，C1～C4：定数項，b1～b16・c：係数，j：分別

品目，：誤差項 

 

式（2）～（4）において各説明変数を，各ごみ排出

量を説明する要因として挙げた理由を，表 1に示す．  

2)パネルデータ分析のモデル 

パネルデータ分析では，「within推計（固定効果）モデ

ル」，「random推計（変量効果）モデル」および，「pooling

推計モデル」の 3モデルが提案されており，どのモデ

表 1 説明変数の選定理由 

説明変数 選定理由 

人口密度 

（POP_D） 

都市化とごみ排出量の関係を表す代理変数と

考え，都市化がごみ排出量に関連すると考えら

れるため． 

平均所得 

（A_Inc） 

自治体内での所得を人口で割ったもので，所得

とごみ排出量が関連すると考えられるため． 

平均世帯人数 

（A_HNP） 

1人暮らしや核家族化が，1人あたりのごみ排出

量に影響すると考えられるため． 

分別数 

（N_Cls） 

分別数の変化が，ごみ減量効果に影響すると考

えられるため． 

分別品目に 

関する 

ダミー変数 

（Dj） 

分別品目によるごみ減量効果を見るため． 

（j=ペットボトル，容器包装プラスチック，白

色トレー，プラスチック（容器包装プラ・白色

トレー除く），紙，紙パック，紙製容器包装，

生ごみ，金属，ガラス，剪定枝，廃食油，布） 

 

ルが分析に適切であるかは，検定により決定する． 

pooling推計モデルとwithin推計モデルの検定には F検 

定を， pooling推計モデルと random推計モデルの検定 

には Breusch-Pagan検定を，そしてwithin推計モデルと

random推計モデルの検定にはHausman検定を行う．本

研究では，分析に統計解析ソフト Rの plmパッケージ
10)を用いる． 

3)分析手順 

まず説明変数を全 17変数（式（2）～（4）および表

1 を参照）とした分析を行い，目的変数に有意である

説明変数を特定する．そして，P 値が有意であると示

された説明変数を用いてパネルデータ分析を行う． 

 

４．結果・考察 

(1)分析結果 

 「３．研究方法」に示したデータと分析手順により，

103市・3年間を分析対象としたパネルデータ分析を行

った．資源ごみ分別収集のごみ総排出量，可燃ごみ，

その他ごみ，および可燃＋その他ごみ排出量に対する

影響は表 2に示すとおりである．  

さらに，各説明変数のごみ排出量への影響を比較す

るために算出した標準化偏回帰係数を表 3に示す． 

(2)考察 

1)決定係数について 

各分析の決定係数の値は，いずれの分析においても

0.4を下回った．このように決定係数が低くなった要因

として，分別品目の不足や個人の分別意識の差異が考

えられる． 

 本研究では，データ収集の制約や分別品目の統一し

た定義の使用のために，分別品目に関するダミー変数

には実態調査 1)を利用した．しかし，103市の分別収集

品目の実態を調査したところ，乾電池，危険・有害物，

陶器類等，本研究の 13分別品目では個別に取り扱えて

いないものが見られた．また，多くの市で分別収集さ

れている缶類とビン類は，同調査結果ではそれぞれ金 
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表 2 ごみ減量効果と平均値における割合 

説明変数 

W_Lif 

（ごみ総排出量） 

W_Com 

（可燃ごみ） 

W_Oth 

（その他ごみ） 

W_CO 

（可燃＋その他ごみ量） 

減量効果 

（g/人/日） 

減量率 

（%） 

減量効果 

（g/人/日） 

減量率 

（%） 

減量効果 

（g/人/日） 

減量率 

（%） 

減量効果 

（g/人/日） 

減量率 

（%） 

N_Cls -3.668 -0.54 -2.942 -0.57 -1.280 -3.30 -4.171 -0.75 

D_Wt   -12.152 -2.35 - - - - 

D_Pap_P   - - -10.535 -27.18 -7.225 -1.30 

 

表 3 標準化後の各説明変数によるごみ減量効果比較 

説明変数 
標準化偏回帰係数 

W_Lif 

（ごみ総排出量） 

W_Com 

（可燃ごみ） 

W_Oth 

（その他ごみ） 

W_CO 

（可燃＋その他ごみ量） 

POP_D（人口密度） -4.013 -2.079 - -2.823 

A_Inc（平均所得） - - - - 

N_Cls（分別数） -0.210 -0.175 -0.232 -0.241 

A_HNP（平均世帯人数） 1.761 0.913 0.839 1.180 

D_Pet（ペットボトル） - - - - 

D_Pla_P 

（容器包装プラ） 
- - - - 

D_Wt（白色トレー） - -0.067 - - 

D_Pla_R 

（プラスチック） 
- - - - 

D_Pp（紙パック） - - - - 

D_Pap_P 

（紙製容器包装） 
- - -0.192 -0.042 

D_Kg（生ごみ） - - - - 

D_Wo（廃食油） - - - - 

D_Wb（剪定枝） - - - - 

D_Pap（紙） - - - - 

D_Met（金属） - - - - 

D_Gla（ガラス） - - - - 

D_Clo（布） - - - - 

 

属とガラスにまとめられていると考えられる．そのた

め，本研究で設定した 13品目の分類では不十分であっ

た可能性がある． 

本研究では，自由度調整済み R
2値は低いものの，全

4分析について，モデルの妥当性を統計的に評価する F

値が 0.1%水準で有意であるため，推定式に少なからず

説明力があると言える． 

2)分別数と資源ごみ分別品目による各ごみ減量率 

まず，分別数による各ごみ減量効果について考察す

る．本研究で行った全 4 分析において，分別によるご

み減量効果が示された．分別数が 1 増加することによ

る各ごみ減量効果は，目的変数がごみ総排出量，可燃

ごみ，その他ごみ，可燃＋その他ごみ排出量の順に，

3.668（g/人/日），2.942（g/人/日），1.280（g/人/日），4.171

（g/人/日）であった．また，各ごみ減量率は，それぞ

れ，0.54%，0.57%，3.30%，0.75%と示された．つまり，

分別数を 1 つ増やすことは，その他ごみの減量に最も

効果的であるということである．  

次に，分別品目による各ごみ減量効果について考察

する．有意水準 5%で見た場合，ごみ総排出量への分別

品目によるごみ減量効果は見られなかった．可燃ごみ

排出量減量に効果的な分別品目は白色トレーであり，

2.35%の減量効果が示された．しかし，福岡市の家庭系

ごみ組成別排出量調査 11)や世田谷区の家庭ごみ組成分

析調査 12)によると，白色トレー排出量は，可燃ごみ排

出量の 0.1～0.7%である．本分析より得られた白色トレ

ーの分別による可燃ごみ減量効果は，減量という方向

は妥当であるが上記のごみ組成と比較して値が大きい

点には留意する必要がある． 

また，その他ごみ排出量と可燃＋その他ごみ排出量

に対してごみ減量効果のある分別品目は紙製容器包装

であり，それぞれ 27.18%と 1.30%の減量効果があると

いう結果が得られた． 

福岡市のごみ組成調査 11)によると，紙類排出量は，

不燃ごみ排出量の 0.6%～1.5%であり，紙製容器包装が

不燃ごみ排出量における割合は，それよりも少ないと

考えられる．紙製容器包装の分別による可燃＋その他

ごみの 1.30%減量という結果については妥当である．

一方，その他ごみの 27.18%減量という結果は減量とい

う方向は妥当であるが上記のごみ組成と比較して値が

大きい点には留意する必要がある． 

3)本分析の全体的な考察 

まず標準化偏回帰係数をもとに，ごみの種類ごとの

減量効果が大きいものを示す（表 3参照）． 
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ごみ総排出量については，人口密度の増加に最も大

きなごみ減量効果があることが示された．分析により

推定された POP_Dの係数によると，人口密度（人/km
2）

の値が 1増加するとごみ総排出量が 0.126（g/人/日）減

少する（以下，同様に表 2参照）．また，可燃ごみや可

燃＋その他ごみについても同様に，人口密度の増加に

最も大きなごみ減量効果があることが示された．可燃

ごみについては，人口密度（人/km
2）の値が 1 増加す

ると 0.063（g/人/日）排出量が減少するという結果が得

られた．また，可燃＋その他ごみについては，人口密

度（人/km
2）の値が 1増加すると 0.088（g/人/日）排出

量が減少することが示された．人口密度の増加により

ごみ総排出量，可燃ごみ，および可燃＋その他ごみが

減少する要因としては，都市化の影響が考えられる．

都市化することにより，人々が外食をする機会が増え，

家庭において生ごみ等の可燃ごみ排出量が減少すると

いうことが考えられるためである． 

 次に，その他ごみについては，分別数の増加に最も

大きなごみ減量効果があることが示され，分別数が 1

増加すると 1.280（g/人/日）排出量が減少する．  

いずれの分析において，分別数の増加によるごみ減

量効果が示されているものの，ごみ総排出量，可燃ご

み，および可燃＋その他ごみの減量については人口密

度の増加の方が強く影響していることが示された． 

最後に，分析対象市や分析に用いる目的変数・説明

変数が多少は異なるものの，本研究の結果と笹尾 4)や

池松ら 9)により示された，説明変数がごみ排出量に与

える効果とを比較する．その結果，笹尾 4)
 により示さ

れた分別数がごみ排出量に負の影響を与えた点は本研

究と同じであるが，人口密度による正の影響や平均世

帯人数による負の影響があったという結論は，本分析

とは異なるものであった． 

一方，池松ら 6)により人口密度の増加による可燃ご

み排出量への負の影響が示されている点は本研究と同

じであるが，平均世帯人数の増加によるごみ総排出量，

可燃ごみ排出量，および不燃ごみ排出量への負の影響

があったという結論は，本分析とは異なるものであっ

た． 

平均世帯人数の増加による各ごみ排出量への影響が，

先行研究 4),6)と異なった要因は，本分析に用いたデータ

では，平均世帯人数の増加による各ごみ排出量の負の

傾向が見られなかったためと考えられる．そのため，

本研究で得られた分析結果は，対象範囲内では妥当な

ものであると言える． 

 

５．結論 

本研究の結果，分別数の増加による家庭系ごみの減

量効果が明らかとなった．その一方で，笹尾 4)
 は分別

品目を細かく分け過ぎることが，かえって家計の分別

努力を損なわせる可能性を示唆している．これは笹尾

4)が二次関数を用いているため明らかにされたことで

あり，線形式を用いた本研究では明らかにされていな

い． 

また分析結果より，可燃ごみ，その他ごみ，および

可燃＋その他ごみ減量に効果的な分別収集品目が示さ

れた．自治体が新たに分別品目として加えると可燃ご

み減量に効果的と考えられる分別品目は，白色トレー

であり，一方，その他ごみおよび可燃＋その他ごみ減

量に効果的と考えられる品目は，紙製容器包装という

結果が示された．全国自治体のうち，白色トレーの分

別収集は 34.9%，紙製容器包装は 48.4%で実施されてい

ない．これより，全国自治体の今後の資源ごみ収集方

法に関する施策決定の際に，よりごみ減量に効果的な

資源ごみの分別収集方法を考慮した施策を検討するこ

とが可能となる． 

まず，各分析の決定係数の値が低いことが，本研究

の今後の課題として挙げられる．その要因としては分

析に用いる分別品目や個人の分別意識が考えられる．

そのため，それらの要素を考慮した分析を行う必要が

ある． 

さらに，分析結果のごみ減量効果が大きすぎた要因

を解明する必要があり，市による分別方法の違いや，

分別品目の内容についても考慮した分析を行うことも

課題として残されている． 
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Household Waste Reduction Effect of Sorted Collection of Recyclable Waste 

 -Using Panel Data Analysis- 
Matsumoto laboratory 0912025  Misaki Nakajima 

1. Background and issues 

There are many studies for household waste reduction effect by charge for waste collection of many measures for waste 

reduction. In addition, a study admits the household waste reduction effect by sorted collection of recyclable waste. Sasao 

(2000)
1) 

analyzes the household waste reduction effect by sorted collection of recyclable waste by a multiple regression analysis 

based on data of the single age. However, it is pointed out that it is evaluated a one-sided the waste reduction effect for the 

multiple regression analysis. Therefore, in this study, I perform the analysis using the latest data in consideration of 

chronological order about the household waste reduction effect by sorted collection of recyclable waste 

 

2. The purpose of the research and significance 

A purpose of this study is to show the household waste reduction effect by sorted collection of recyclable waste in 

consideration of chronological order quantitatively. At the same time, I analyze the influence that the household waste reduction 

effect by sorted collection items of recyclable waste gives to a waste discharge. Significance of this study is to clarify the 

influence that the household waste reduction effect by sorted collection and sorted collection items of recyclable waste gives to 

a waste discharge. And, in the case of the measure decision about the method of sorted collection of recyclable waste of 

autonomous communities in the future, they are able to examine the measure that considered a method of more effective sorted 

collection of recyclable waste. 

 

3. Research Methods 

In this study, I analyze by the panel data which assume a sample of the plural cities at the time of the plural. The explanation 

variables of this study are POP_D (density of population), A_Inc (Average of income), A_HNP (Average of household 

numbers of people), N_Cls (Number of the classification items), Dj (Dummy variables for sorted collection items of recyclable 

waste). The objective variables are the waste of life (W_Lif), the waste of combustible (W_Com), the waste of other(W_ Oth) 

and the waste of combustible + other (W_ CO). Using these variables, I analyze the effect of the explanation variables on the 

objective variables. 
 

4. Conclusion 

This is a table indicating the analysis (Table1). 

 

Table1 The household waste reduction effect and the percentage of reduction effect in the average 

explanation 

 variables 

W_Lif W_Com W_Oth W_CO 

reduction  

effect 

（g/person/day） 

reduced 

rate

（%） 

reduction  

effect 

（g/person/day） 

reduced 

rate

（%） 

reduction  

effect 

（g/person/day） 

reduced 

rate

（%） 

reduction  

effect 

（g/person/day） 

reduced 

rate

（%） 

N_Cls -3.668 -0.54 -2.942 -0.57 -1.280 -3.30 -4.171 -0.75 

D_Wt - - -12.152 -2.35 - - - - 

D_Pap_P - - - - -10.535 -27.18 -7.225 -1.30 

 

As a result of this study, it was clear that there is the household waste reduction effect by the increase in number of the sorted 

collection items. In addition, it was clear that sorted collection of a white tray is effective to reduce the 2.35 percent of waste of 

combustible. On the other hand, according to result of this analysis, sorted collection of a packaging made of paper is effective 

to reduce the 27.18 percent of waste of other and the 1.30 percent of waste of combustible + other. 

A problem of this study is to analyze that considered about the contents of the sorted collection items. 

 

5. Reference 

1）Toshiaki Sasao：An Analysis Considering the Regional Factors of the Effects of User Fees and Sorted Collection for Solid 

Waste Services on the Reduction of Waste，Journal of the Japan Society of Waste Management Experts，11(1)，pp.1-11(2000) 
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第一章 序論 

1-1 背景・論点 

 環境省 1)によると，平成 21 年度のごみ総排出量注 1)は 4625 万トンであり，平成 12 年度

と比較すると 858 万トン減少している（図 1-1）．一方で，リサイクル率注 2)は平成 12 年度

と比較すると，6.2パーセントポイント増加している．また，平成 22年度に改定された廃

棄物処理基本方針において，平成 27年度の一般廃棄物排出量の目標値が平成 19年度比約

5％削減と定められた． 

 

 

図 1-1 ごみ総排出量とリサイクル率の推移（平成 12～21年度）1)
 

 

ごみ減量化のために，各自治体はさまざまな施策を導入している．例えば，京都市は家

庭用電気式生ごみ処理機購入の際に購入費を一部負担する補助金交付制度 2)を，鹿児島市

はリサイクル活動に対する補助金制度 3)を導入している．また名古屋市では，子どもたち

への環境学習等が行われている 4)．ごみ減量化のための数ある施策の中でも，家庭ごみの

処理にかかる手数料を徴収する制度（以下，有料化）は平成 23年 4月現在，全国市区町村

割合で 60%が実施しており 5)，その家庭系ごみ減量効果については多くの研究がなされて

いる 6),7),8),9)．また，ごみの再利用・再資源化といったリサイクル回収（以下，資源ごみ分

別収集）の家庭系ごみ減量効果も先行研究で認められている 6),7)
 ． 

笹尾 7)は，「民間の資源回収に出されたごみ」，「自治体で回収された後，再資源化された

ごみを除いた家庭系ごみ」の排出量を目的変数とし，単年のデータに基づいた重回帰分析

によって，資源ごみ分別収集の家庭系ごみ減量効果を分析している．分析対象は，全国 663

市（平成 7年 3月現在）のうち，ごみ処理データをすべて公開している 587市である．ま

た，家庭系ごみ排出量は平成 5年度の実績値であり，説明変数である人口密度は平成 8年

9 月現在の値，平均所得は平成 7 年度分の所得をもとに算出された値，平均世帯人数は平
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成 8年 9月現在の人口と平成 8年度 3月現在の世帯数をもとに算出された値がそれぞれ用

いられている．そして，分別収集品目を 1つ増やすことにより，全国的にごみ排出量が約

1～2%減少することが示されている．しかし，重回帰分析では一面的なごみ減量効果を評

価しているに過ぎないと指摘されている 8)．そのため，本研究では，資源ごみ分別収集の

家庭系ごみ減量効果（以下、混乱のない限り家庭系ごみを単にごみと記す）について，時

系列を考慮し，最新のデータを用いた分析を行う．時系列を考慮する理由は，前述のよう

な指摘があるため，また，同じ市の分別数や分別品目，社会経済的状況等の変化を捉えた

分析ができるためである．笹尾 7)と異なり，本研究で家庭系の「ごみ総排出量」，「可燃ご

み排出量」，「その他ごみ排出量注 3)」，および「可燃＋その他ごみ排出量」をそれぞれ目的

変数として用いる．その理由は，資源ごみ分別収集が各ごみ排出量に異なる影響を及ぼす

と考えられるからである．なお，本研究では，資源ごみ分別収集を「有料化手法を用いず

に，再資源化可能なごみを収集すること」と定義する．さらに，本研究での各ごみの種類

については，宮城県・一般廃棄物処理事業実態調査 10)に基づき，「可燃ごみ：焼却施設に

て中間処理することを主に目的として収集されるもの」，「不燃ごみ：焼却施設以外の中間

処理施設にて処理する，または最終処分することを目的として収集されるもの」，「資源ご

み：再資源化することを目的とし収集されるもの」，「その他のごみ：有害ごみや危険ごみ

等で収集されるもの」，「粗大ごみ：比較的大きなものとして上記とは別に収集されるもの」

と定義する．なお，各自治体のごみ区分が統一されているわけではないことに留意する必

要がある． 

 

1-2 目的・意義 

本研究の目的は，家庭における資源ごみ分別収集のごみ減量効果を，時系列を考慮して

定量的に示すことである．同時に，資源ごみの分別品目がごみ排出量に与える影響を分析

する． 

本研究の意義は，資源ごみ分別収集や資源ごみの分別品目がごみ排出量に与える影響を

明らかにすることで，全国自治体の今後の資源ごみ収集方法に関する施策決定の際に，よ

りごみ減量に効果的な資源ごみの分別収集方法を考慮した施策を検討することが可能とな

ることである． 

 

1-3 論文の構成 

 本論文の構成は以下の通りである． 

 第二章では，本研究とパネルデータ分析の概要について述べる．第三章では，資源ごみ

分別収集によるごみ減量効果の分析結果を示す．第四章では，第三章より得られた結果か

ら，資源ごみ分別収集とごみ排出量の関係や，分別品目がごみ排出量に与える影響等につ

いて考察する．そして第五章では，第四章までのまとめ，本研究の結論と今後の課題につ

いて述べる． 
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［注］ 

1) 計画収集量・直接搬入量・集団回収量の合計を示す． 

2) 直接資源化量・中間処理後再生利用量・集団回収量・家電再商品化量の合計÷ごみの

総処理量・集団回収量・家電処理量の合計×100で表している． 

3) ごみ総排出量から可燃ごみ排出量と資源ごみ排出量を引いたものである．つまり，

不燃ごみ・粗大ごみ・その他ごみの合計を示す． 
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第二章 研究対象および方法 

2-1 研究対象 

まず，分析対象期間について述べる．一般廃棄物処理実態調査結果 1)
 の平成 18 年度以

前のデータでは，事業系ごみ排出量と家庭系ごみ排出量の合計値のみが示されており，そ

れらが区分されていない．本研究では，「家庭における資源ごみ分別収集のごみ減量効果を，

時系列を考慮して定量的に示すこと」を目的としているため，家庭系ごみのみのデータが

必要となる．そのため，本研究の分析対象期間は家庭系ごみ排出量が区分されている平成

19～21年度とする． 

次に，分析対象地の選定方法について述べる．本研究では，日本の市レベルで分析を行

うため，全国 786の市より，環境省が公開する一般廃棄物処理実態調査結果 1)と山谷 2)に 

 

表 2-1 研究対象 103市一覧 

都道府県 市 市の数 

青森県 三沢市 1 

岩手県 陸前高田市 1 

宮城県 塩竃市・白石市・角田市・多賀城市 4 

秋田県 鹿角市 1 

福島県 郡山市・いわき市 2 

茨城県 結城市・龍ヶ崎市・牛久市 3 

群馬県 館林市 1 

埼玉県 
川越市・東松山市・狭山市・上尾市・草加市・越谷市・入間市・朝霞市・志木市・

和光市・新座市・桶川市・八潮市・富士見市・三郷市・吉川市 
16 

千葉県 
市川市・船橋市・佐倉市・習志野市・市原市・流山市・我孫子市・浦安市・白井

市・富里市 
10 

東京都 立川市・府中市・東大和市 3 

神奈川県 
鎌倉市・小田原市・茅ヶ崎市・逗子市・秦野市・厚木市・伊勢原市・海老名市・

座間市・南足柄市・綾瀬市 
11 

新潟県 加茂市 1 

富山県 滑川市 1 

石川県 小松市 1 

福井県 敦賀市・小浜市・鯖江市 3 

山梨県 都留市・大月市・韮崎市 3 

長野県 岡谷市・諏訪市・飯山市・茅野市 4 

岐阜県 羽島市・土岐市 2 

静岡県 裾野市 1 

愛知県 瀬戸市・西尾市・蒲郡市・常滑市・江南市・大府市・知多市・尾張旭市・豊明市 9 

三重県 尾鷲市 1 

京都府 向日市・長岡京市・京田辺市 3 

大阪府 松原市・交野市 2 

兵庫県 尼崎市・明石市・西宮市・芦屋市・加古川市・赤穂市・宝塚市・小野市・三田市 9 

奈良県 大和郡山市・天理市・生駒市 3 

和歌山県 岩出市 1 

広島県 大竹市 1 

山口県 下松市 1 

徳島県 徳島市 1 

福岡県 豊前市 1 

宮崎県 えびの市 1 

鹿児島県 垂水市 1 
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基づき，資源ごみ分別収集のみを行っている市を抽出した．また本研究では，時系列とク

ロスセクションを同時に考慮するため，その中から分析対象期間である平成 19～21年度内

に合併した市を除いた．さらに，プラスチックについては，それが分別収集されていない

場合，可燃ごみかその他ごみ（不燃ごみを含む）のどちらに排出されるかが，市によって

異なる．そのため，プラスチックを分別することで得られるごみ減量効果が，実際に排出

されたごみの種類とは異なるごみ排出量に表れる可能性がある．そこで，調査により少数

派であった，その他ごみとしてプラスチックを排出している市を除いた．その結果，103

市が分析対象として抽出された（表 2-1）． 

 

2-2 研究方法 

2-2-1 パネルデータ分析 

本研究では，複数時点での複数の市をサンプルとするパネルデータによる分析を行う．

後述するパネルデータ分析についての説明は，北村 3)と田中 4)を一部引用したものである． 

パネルデータとは，同一の対象を継続的に観察したデータのことを指す．つまり，N 個

の主体（人・企業・団体等）の個々に関して T 期間に渡って観測されたデータ ynt（n=1,…,N; 

t=1,…,T）をパネルデータという．重回帰モデルの拡張として，次の式 2-1に表すモデルを

考える． 

 

                             (2-1) 

y：目的変数，x：説明変数，C：定数項，  ：未知の係数ベクトル， ：誤差項 

 

パネルデータを用いることの利点は以下のようにまとめられる． 

・クロスセクションデータや時系列データと比べた場合，観察点が格段に増加するので推

定精度が上がることが期待される 

・観察不可能な経済主体間の違いを固定効果として抽出することが可能になる 

・パネルデータは時系列データの性質も持っているため，経済主体がある時点の経済変動

や政策に応じて，どのような反応を見せるかがわかる 

 

2-2-2 パネルデータ分析のモデル 

パネルデータ分析では，3つのモデルが提案されている．1つ目は，通常の回帰モデルに

おけるように，式 2-1の C は定数のパラメータであると仮定する「within推計（固定効果）

モデル」である．2つ目は，C を主体ごとに独立な確率変数であると仮定する「random推

計（変量効果）モデル」である．3 つ目は，説明変数や時間が特別に目的変数に影響しな

いと仮定する「pooling推計モデル」である． 

 3つのモデルの中で，どのモデルが分析に適切であるかは，検定により決定する．pooling

推計モデルと within 推計モデルの検定には，F 検定を用いる．帰無仮説「within 推計モデ
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ルよりも pooling推計モデルの方が適切」が棄却されると within推計モデルが適切となり，

帰無仮説が棄却されないと pooling推計モデルが適切ということである． 

また，pooling 推計モデルと random 推計モデルのどちらが適切かを検定するには，

Breusch-Pagan検定を行う．帰無仮説「random推計モデルよりも pooling推計モデルの方が

適切」が棄却されると random推計モデルが適切となり，帰無仮説が棄却されないと pooling

推計モデルが適切ということである． 

そして，within 推計モデルと random 推計モデルのどちらが適切かを検定するには，

Hausman 検定を行う．帰無仮説「within 推計モデルよりも random 推計モデルの方が適切」

が棄却されると within 推計モデルが適切となり，帰無仮説が棄却されないと random 推計

モデルが適切ということである． 

 

2-2-3 分析方法 

笹尾 5)は，資源ごみ分別収集時の分別数がごみ排出量に与える効果を，式 2-2 により推

定している． 

 

                                                 
 
            (2-2) 

Waste：ごみ排出量（g/人/日），A_Inc：平均所得（円），A_HNP：平均世帯人数（人），N_Cls：

分別数，D_PS：有料化導入ダミー変数，a1～a5：係数，i：市  

 

本研究は，時系列を考慮したパネルデータ分析を行うため，式 2-2 に時間を表す t を考

慮する．また，ごみ排出量に影響を与えると考えられる説明変数（以下の表 2-2 参照）と

分別品目に関するダミー変数を加え，ごみ総排出量，可燃ごみ排出量，その他ごみ排出量，

および可燃＋その他ごみ排出量を目的変数とした式 2-3～2-6を用いて，分別数が各ごみ排

出量に与える効果を分析する． 

分析には，統計解析ソフト Rの plmパッケージ 6)を用いる． 

 

                                                          
 

          (2-3) 

                                                          
 

          (2-4) 

                                                              
 

          

(2-5) 

                                                             
 

         

(2-6) 
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W_Lif：ごみ総排出量（g/人/日），W_Com：可燃ごみ排出量（g/人/日），W_Oth：その他ごみ排

出量（g/人/日），W_CO：可燃＋その他ごみ排出量（g/人/日），POP_D：人口密度（人/km²），D：

分別品目に関するダミー変数，C1～C4：定数項，b1～b16・c：係数，j：分別品目（表 2-2 を参

照） 

 

式 2-3～2-6 において，各ごみ排出量を説明する要因として各説明変数を挙げた理由を，

表 2-2に示す． 

 

表 2-2 説明変数の選定理由 

説明変数 選定理由 

人口密度（POP_D） 
都市化とごみ排出量の関係を表す代理変数と考え，都

市化がごみ排出量に関連すると考えられるため． 

平均所得（A_Inc） 
自治体内での所得を人口で割ったもので，所得とごみ

排出量が関連すると考えられるため． 

平均世帯人数（A_HNP） 
1人暮らしや核家族化が，1人あたりのごみ排出量に影

響すると考えられるため． 

分別数（N_Cls） 
分別数の変化が，ごみ減量効果に影響すると考えられ

るため． 

分別品目に関する 

ダミー変数（Dj） 

分別品目によるごみ減量効果を見るため． 

（j=ペットボトル，容器包装プラスチック（以下，容

器包装プラ），白色トレー，プラスチック（容器包装プ

ラ・白色トレー除く），紙，紙パック，紙製容器包装，

生ごみ，金属，ガラス，剪定枝，廃食油，布） 

 

2-3 データ 

本分析に用いるデータは，分析対象期間である平成 19～21 年度についての，上記の式

2-3～2-6 に用いる各変数である．人口密度，平均所得，および平均世帯人数については，

総務省の統計書「統計でみる市区町村のすがた」7) ,8)より人口，世帯数，市の面積，課税対

象所得，および納税義務者数を調査し，算出した．しかし，人口，世帯数，および市の面

積のデータに関しては 18～21年度が得られなかったため当該期間については，平成 17年

度と平成 22年度のデータを元に，内挿により線形補間した上で算出している． 

ごみ総排出量・可燃ごみ・その他ごみ排出量，分別数，および分別品目に関するダミー

変数については，環境省・一般廃棄物処理実態調査結果 1)より調査した．ごみ総排出量・

可燃ごみ・その他ごみ排出量は，「年度別調査結果」の「処理状況」内にある「ごみ処理状

況」ファイルの「ごみ処理概要」シートより，分別数と分別品目に関するダミー変数は，

「処理状況」内にある「ごみ処理体制」ファイルの「収集運搬（生活系）」シートと「分別

数等」シートより取得したものである．これらは都道府県別のファイルにまとめられてい

る． 

次に，分別品目に関するダミー変数について述べる．分析対象期間内の資源ごみの分別

品目については，環境省・一般廃棄物処理実態調査結果 1)より調査し，ペットボトル・容

器包装プラスチック・白色トレー・プラスチック（容器包装プラ・白色トレー除く）・紙・



9 

 

紙パック・紙製容器包装・金属・ガラス・剪定枝・廃食油・生ごみ・布の 13種に分類され

ている．各分別品目について各市が分別している場合は「1」，そうでない場合は「0」とす

るダミー変数を用いて分析を行う．  

以上のデータを用いて，103市・3年間を分析対象としたパネルデータ分析を行う．本分

析に用いる各目的変数と説明変数の基本統計量は表 2-3に示すとおりである． 

 

表 2-3 各変数の基本統計量 

変数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 

W_Lif ごみ総排出量（g/人/日） 461.4 968.6 678.9 82.6 

W_Com 可燃ごみ排出量（g/人/日） 134 852 517 79.7 

W_Oth その他ごみ排出量（g/人/日） 1.5 201.9 38.8 26.1 

W_CO 可燃＋その他ごみ排出量（g/人/日） 191.5 887.8 556.5 82 

POP_D 人口密度（人/km2） 50.3 9419.6 2747 2630.8 

A_Inc 平均所得（百万円） 229.5 645.2 340.3 55.5 

N_Cls 分別数 5 29 13.4 4.7 

A_HNP 平均世帯人数（人） 2.2 3.3 2.6 0.2 

D_Pet 
ペットボトルダミー（収集していたら 1， 

していなければ 0，以下同様） 
0 1 0.99 0.10 

D_Pla_P 容器包装プラダミー 0 1 0.66 0.48 

D_Wt 白色トレーダミー 0 1 0.74 0.44 

D_Pla_R プラスチックダミー 0 1 0.39 0.49 

D_Pp 紙パックダミー 0 1 0.90 0.31 

D_Pap_P 紙製容器包装ダミー 0 1 0.65 0.48 

D_Kg 生ごみダミー 0 1 0.13 0.34 

D_Wo 廃食油ダミー 0 1 0.25 0.44 

D_Wb 剪定枝ダミー 0 1 0.16 0.37 

D_Pap 紙ダミー 0 1 0.89 0.31 

D_Met 金属ダミー 0 1 0.96 0.19 

D_Gla ガラスダミー 0 1 0.97 0.17 

D_Clo 布ダミー 0 1 0.69 0.46 

 

2-4 各変数間の散布図 

 本研究に用いる 4つの目的変数と，ダミー変数を除いた各説明変数の関係を表す散布図

図 2-1～2-4に示す．図 2-1はごみ総排出量と各説明変数を，図 2-2は可燃ごみ排出量と各

説明変数を，図 2-3はその他ごみ排出量と各説明変数を，図 2-4は可燃＋その他ごみ排出

量と各説明変数の関係を示している．  
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図 2-1 ごみ総排出量と各説明変数（ダミー変数除く）との散布図 

 

 

 

図 2-2 可燃ごみ排出量と各説明変数（ダミー変数除く）との散布図  
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図 2-3 その他ごみ排出量と各説明変数（ダミー変数除く）との散布図 

 

 

 

図 2-4 可燃＋その他ごみ排出量と各説明変数（ダミー変数除く）との散布図 
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第三章 分析結果 

 本章では，分析対象市である 103 市を用いた分析により，資源ごみ分別収集によるごみ

総排出量，可燃ごみ，その他ごみ，および可燃＋その他ごみ減量効果の分析結果を示す．

この分析により，資源ごみ分別収集が各ごみ排出量にどのように影響しているかを示す．  

まず説明変数を全 17 変数（式 2-3～2-6および表 2-2を参照）とした分析を行い，目的変

数に有意である説明変数を特定する．そして，P 値が有意であると示された説明変数を用

いてパネルデータ分析を行う． 

 

3-1 資源ごみ分別収集によるごみ総排出量減量効果の分析結果 

 まず，資源ごみ分別収集によるごみ総排出量の減量効果を分析するため，説明変数を全

17 変数とした分析を行い，統計的に有意である説明変数を抽出する．その結果は，表 3-1

に示すとおりである． 

 

表 3-1 P 値が有意な説明変数（ごみ総排出量） 

目的変数 説明変数 P 値 

W_Lif 

（ごみ総排出量） 

POP_D（人口密度） 6.973e-06*** 

N_Cls（分別数） 8.122e-05*** 

A_HNP（平均世帯人数） < 2.2e-16*** 

表中の “***”は 0.1%水準で有意であることを示す（以下の表においても同様） 

 

 P 値が有意であると示された説明変数は，POP_D・N_Cls・A_HNP の 3 変数であった．

この結果を踏まえ，これら 3つの説明変数を用いてパネルデータ分析を行った． 

F検定を行った結果，P 値が 2.2e-16 < 0.05 であった．そのため，pooling推計モデルより

within推計モデルが適切であると示された．次にHausman検定を行った結果，P値が 2.2e-16 

< 0.05 であったため，random推計モデルよりも within 推計モデルが適切であるという結果

が得られた．以上の結果より，本節の分析には within 推計モデルを用いる． 

分析結果は表 3-2に示すとおりである．表が示すように，各説明変数の係数は，POP_D・

N_Cls が負であり，A_HNP は正であった．また，自由度調整済み R
2値は 0.38 であった．

自由度調整済み R
2値は低いが，モデルの妥当性を統計的に評価する F値が 0.1%水準で有

意であるため，推定式に少なからず説明力があると言える． 

 

表 3-2 資源ごみ分別収集によるごみ総排出量の減量効果 

目的変数 説明変数 係数 P 値 

W_Lif 

（ごみ総排出量） 

POP_D（人口密度） -0.126 1.493e-06*** 

N_Cls（分別数） -3.668 3.785e-05*** 

A_HNP（平均世帯人数） 631.634 < 2.2e-16*** 

F値=94.99***，自由度調整済み R2=0.38 
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3-2 資源ごみ分別収集による可燃ごみ減量効果の分析結果 

まず，資源ごみ分別収集による可燃ごみ減量効果を分析するため，説明変数を全 17変数

とした分析を行い，統計的に有意である説明変数を抽出する．その結果は，表 3-3 に示す

とおりである． 

 

表 3-3 P 値が有意な説明変数（可燃ごみ） 

目的変数 説明変数 P 値 

W_Com 

（可燃ごみ排出量） 

POP_D（人口密度） 0.028* 

N_Cls（分別数） 0.002** 

A_HNP（平均世帯人数） 4.107e-10*** 

D_Wt（白色トレーダミー） 0.012* 

表中の“*”は 5%水準，“**”は 1%水準水準で有意であることを示す 

（以下の表においても同様） 

 

 P 値が有意であると示された説明変数は，POP_D・N_Cls・A_HNP・D_Wtの 4変数であ

った．この結果を踏まえ，これら 4つの説明変数を用いてパネルデータ分析を行った． 

F検定を行った結果，P 値が 2.2e-16 < 0.05 であった．そのため，pooling推計モデルより

within 推計モデルが適切であると示された．次に Hausman 検定を行った結果，P 値が

1.961e-07 < 0.05であったため，random推計モデルよりも within推計モデルが適切であると

いう結果が得られた．以上の結果より，本節の分析には within推計モデルを用いる． 

分析結果は表 3-4に示すとおりである．表が示すように，各説明変数の係数は，POP_D・

N_Cls・D_Wtが負であり，A_HNP は正であった．また，自由度調整済み R
2値は 0.24であ

った． 

 

表 3-4 資源ごみ分別収集による可燃ごみ減量効果 

目的変数 説明変数 係数 P 値 

W_Com 

（可燃ごみ排出量） 

POP_D（人口密度） -0.063 0.005** 

N_Cls（分別数） -2.942 0.000*** 

A_HNP（平均世帯人数） 315.978 3.549e-15*** 

D_Wt（白色トレーダミー） -12.152 0.046* 

F値=28.49***，自由度調整済み R2=0.24 

 

3-3 資源ごみ分別収集によるその他ごみ減量効果の分析結果 

まず，資源ごみ分別収集によるその他ごみ減量効果を分析するため，説明変数を全 17

変数とした分析を行い，統計的に有意である説明変数を抽出する．その結果は，表 3-5 に

示すとおりである． 

 

表 3-5 P 値が有意な説明変数（その他ごみ） 

目的変数 説明変数 P 値 

W_Oth 

（その他ごみ排出量） 

N_Cls（分別数） 0.023* 

A_HNP（平均世帯人数） 0.014* 

D_Pap_P（紙製容器包装ダミー） 0.004** 



15 

 

P 値が有意であると示された説明変数は，N_Cls・A_HNP・D_Pap_Pの 3変数であった．

この結果を踏まえ，これら 3つの説明変数を用いてパネルデータ分析を行った． 

F検定を行った結果，P 値が 2.2e-16 < 0.05 であった．そのため，pooling推計モデルより

within推計モデルが適切であると示された．次に Hausman 検定を行った結果，P 値が 0.002< 

0.05であったため，random推計モデルよりも within 推計モデルが適切であるという結果が

得られた．以上の結果より，本節の分析には within 推計モデルを用いる． 

分析結果は表 3-6に示すとおりである．表が示すように，各説明変数の係数は，N_Cls・

D_Pap_Pが負であり，A_HNPは正であった．また，自由度調整済み R
2値は 0.06 であった． 

 

表 3-6 資源ごみ分別収集によるその他ごみ減量効果 

目的変数 説明変数 係数 P 値 

W_Oth 

（その他ごみ排出量） 

N_Cls（分別数） -1.280 0.073 

A_HNP（平均世帯人数） 95.139 0.008** 

D_Pap_P（紙製容器包装ダミー） -10.535 0.029* 

F値=7.26***，自由度調整済み R2=0.06 

 

3-4 資源ごみ分別収集による可燃＋その他ごみ減量効果の分析結果 

まず，資源ごみ分別収集による可燃＋その他ごみ減量効果を分析するため，説明変数を

全 17 変数とした分析を行い，統計的に有意である説明変数を抽出する．その結果は，表

3-7に示すとおりである． 

 

表 3-7 P 値が有意な説明変数（可燃＋その他ごみ） 

目的変数 説明変数 P 値 

W_CO 

（可燃＋その他ごみ 

排出量） 

POP_D（人口密度） 0.002** 

N_Cls（分別数） 4.595e-06*** 

A_HNP（平均世帯人数） 2.217e-13*** 

D_Pap_P（紙製容器包装ダミー） 0.011* 

 

 P 値が有意であると示された説明変数は，POP_D・N_Cls・A_HNP・D_Pla_P の 4 変数

であった．この結果を踏まえ，これら 4つの説明変数を用いてパネルデータ分析を行った． 

F検定を行った結果，P 値が 2.2e-16 < 0.05 であった．そのため，pooling推計モデルより

within 推計モデルが適切であると示された．次に Hausman 検定を行った結果，P 値が

1.086e-15 > 0.05であったため，within推計モデルよりも random推計モデルが適切であると

いう結果が得られた．以上の結果より，本節の分析には random推計モデルを用いる． 

分析結果は次頁の表 3-8 に示すとおりである．表が示すように，各説明変数の係数は，

POP_D・N_Cls・D_Pla_P が負であり，A_HNP は正であった．また，自由度調整済み R
2

値は 0.29であった． 
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表 3-8 資源ごみ分別収集による可燃＋その他ごみ減量効果 

目的変数 説明変数 係数 P 値 

W_CO 

（可燃＋その他ごみ 

排出量） 

POP_D（人口密度） -0.088 0.001*** 

N_Cls（分別数） -4.171 2.41e-06*** 

A_HNP（平均世帯人数） 420.350 < 2.2e-16*** 

D_Pap_P（紙製容器包装ダミー） -7.225 0.2134 

F値=41.35***，自由度調整済み R2=0.29 
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第四章 考察 

本章では，第三章で示した分析結果について考察する．まず，各分析の決定係数につい

て考察する．次に，本研究では，資源ごみ分別収集のごみ減量効果を定量的に示すことを

目的としているため，分別数や資源ごみ分別品目が，ごみ総排出量，可燃ごみ，その他ご

み，および可燃＋その他ごみ排出量にどのように影響しているかを考察する．最後に，分

析に用いた各説明変数の標準化偏回帰係数を算出し，各説明変数のごみ減量排出量への影

響を比較する． 

 

4-1 決定係数 

 各分析の決定係数の値は，目的変数がごみ総排出量，可燃ごみ，その他ごみ，可燃＋そ

の他ごみ排出量の順に，0.38，0.24，0.06，0.29であり，いずれの分析においても 0.4を下

回った．このように決定係数が低くなった要因として，分別品目の不足や個人の分別意識

の差異が考えられる． 

 本研究では，データ収集の制約や分別品目の統一した定義の使用のために，分別品目に

関するダミー変数には環境省・一般廃棄物処理実態調査結果 1)を利用した．そのため，同

調査結果に示された 13分別品目を用いて分析している．しかし，103市の分別収集品目の

実態を調査したところ，例えば，鎌倉市 2)は 17 分別，綾瀬市 3)は 18 分別となっている．

本研究の 13分別品目では個別に取り扱えていないものとして，乾電池，危険・有害物，陶

器類等が挙げられる．また，多くの市で分別収集されている缶類とビン類は，同調査結果

ではそれぞれ金属とガラスにまとめられていると考えられる．そのため，設定した 13品目

の分類では不十分であった可能性がある． 

また，各市でごみの分別品目が決められているとしても，ごみを排出する人が分別をし

ていなければ，資源ごみ分別収集による正確なごみの減量傾向を見ることはできない．つ

まり，定量化が困難でパネルデータ分析では扱えない個人の分別意識がごみ排出量に大き

く影響している可能性も考えられる．  

 

4-2 分別数と資源ごみ分別品目による各ごみ減量率 

 次に，各ごみ排出量の平均値より算出したごみ減量率より，資源ごみ分別品目によるご

みの種類別の減量効果について考察する．各ごみ排出量の平均値は表 2-3 に示したとおり

である． 

 

表 4-1 ごみ減量効果と平均値における割合 

説明変数 

W_Lif 

（ごみ総排出量） 

W_Com 

（可燃ごみ） 

W_Oth 

（その他ごみ） 

W_CO 

（可燃＋その他ごみ量） 

減量効果 

（g/人/日） 

減量率 

（%） 

減量効果 

（g/人/日） 

減量率 

（%） 

減量効果 

（g/人/日） 

減量率 

（%） 

減量効果 

（g/人/日） 

減量率 

（%） 

N_Cls -3.668 -0.54 -2.942 -0.57 -1.280 -3.30 -4.171 -0.75 

D_Wt   -12.152 -2.35 - - - - 

D_Pap_P   - - -10.535 -27.18 -7.225 -1.30 
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まず，分別数による各ごみ減量効果について考察する．本研究で行った全 4分析におい

て，分別によるごみ減量効果が示された．分別数が 1増加することによる各ごみ減量効果

は，目的変数がごみ総排出量，可燃ごみ，その他ごみ，可燃＋その他ごみ排出量の順に，

3.668（g/人/日），2.942（g/人/日），1.280（g/人/日），4.171（g/人/日）であった．また，各

ごみ減量率は，それぞれ，0.54%，0.57%，3.30%，0.75%と示された．つまり，分別数を 1

つ増やすことは，その他ごみの減量に最も効果的であるということである．  

次に，分別品目による各ごみ減量効果について考察する．有意水準 5%で見た場合，ご

み総排出量への分別品目によるごみ減量効果は見られなかった．可燃ごみ排出量減量に効

果的な分別品目は白色トレーであり，2.35%の減量効果が示された．しかし，福岡市の家

庭系ごみ組成別排出量調査 4)や世田谷区の家庭ごみ組成分析調査 5)によると，白色トレー

排出量は，可燃ごみ排出量の 0.1～0.7%である．本分析より得られた白色トレーの分別に

よる可燃ごみ減量効果は，減量という方向は妥当であるが上記のごみ組成と比較して値が

大きい点には留意する必要がある． 

また，その他ごみ排出量と可燃＋その他ごみ排出量に対してごみ減量効果のある分別品

目は紙製容器包装であり，それぞれ 27.18%と 1.30%の減量効果があるという結果が得られ

た．福岡市のごみ組成調査 4)によると，紙類排出量は，不燃ごみ排出量の 0.6%～1.5%であ

り，紙製容器包装が不燃ごみ排出量における割合は，それよりも少ないと考えられる．紙

製容器包装の分別による可燃＋その他ごみの 1.30%減量という結果については妥当である．

一方，その他ごみの 27.18%減量という結果は減量という方向は妥当であるが上記のごみ組

成と比較して値が大きい点には留意する必要がある． 

 

4-3 本分析の全体的な考察 

 本節では，各説明変数のごみ減量効果の比較に際し，統計的に有意である説明変数の係

数の標準化を行った．標準化偏回帰係数は，表 4-2に示すとおりである． 

まず標準化偏回帰係数をもとに，ごみの種類ごとの減量効果が大きいものを示す．ごみ

総排出量については，人口密度の増加に最も大きなごみ減量効果があることが示された．

分析により算出された POP_D の係数によると，人口密度（人/km
2）の値が 1 増加すると

ごみ総排出量が 0.126（g/人/日）減少する（表 3-2 参照）．また，可燃ごみや可燃＋その他

ごみについても同様に，人口密度の増加に最も大きなごみ減量効果があることが示された．

可燃ごみについては，人口密度（人/km
2）の値が 1 増加すると 0.063（g/人/日）排出量が減

少する（表 3-4参照）．可燃＋その他ごみについては，人口密度（人/km
2）の値が 1増加す

ると 0.088（g/人/日）排出量が減少する（表 3-8 参照）．人口密度の増加によりごみ総排出

量，可燃ごみ，および可燃＋その他ごみが減少する要因として，都市化の影響が考えられ

る．都市化することにより人々が外食をする機会が増え，家庭において生ごみ等の可燃ご

み排出量が減少すると考えられる． 

次に，その他ごみについては，分別数の増加に最も大きなごみ減量効果があることが示 
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表 4-2 標準化後の各説明変数によるごみ減量効果比較 

説明変数 
標準化偏回帰係数 

W_Lif 

（ごみ総排出量） 

W_Com 

（可燃ごみ） 

W_Oth 

（その他ごみ） 

W_CO 

（可燃＋その他ごみ量） 

POP_D（人口密度） -4.013 -2.079 - -2.823 

A_Inc（平均所得） - - - - 

N_Cls（分別数） -0.210 -0.175 -0.232 -0.241 

A_HNP（平均世帯人数） 1.761 0.913 0.839 1.180 

D_Pet（ペットボトル） - - - - 

D_Pla_P 

（容器包装プラ） 
- - - - 

D_Wt（白色トレー） - -0.067 - - 

D_Pla_R 

（プラスチック） 
- - - - 

D_Pp（紙パック） - - - - 

D_Pap_P 

（紙製容器包装） 
- - -0.192 -0.042 

D_Kg（生ごみ） - - - - 

D_Wo（廃食油） - - - - 

D_Wb（剪定枝） - - - - 

D_Pap（紙） - - - - 

D_Met（金属） - - - - 

D_Gla（ガラス） - - - - 

D_Clo（布） - - - - 

 

され，分別数が 1増加すると 1.280（g/人/日）排出量が減少する（表 3-6参照）．  

いずれの分析において，分別数の増加によるごみ減量効果が示されているものの，ごみ

総排出量，可燃ごみ，および可燃＋その他ごみの減量については人口密度の増加の方が強

く影響していることが示された．  

最後に，分析対象市や分析に用いる目的変数・説明変数が多少は異なるものの，本研究

の結果と笹尾 6)や池松 7)により示された，説明変数がごみ排出量に与える効果とを比較す

る．その結果，笹尾 6)
 により示された，分別数がごみ排出量に負の影響を与えた点は本研

究と同じであるが，人口密度による正の影響や平均世帯人数による負の影響があったとい

う結論は，本分析とは異なるものであった．一方，池松 7)と比較すると，人口密度の増加

による可燃ごみ排出量への負の影響が示されている点は本研究と同じであるが，平均世帯

人数の増加によるごみ総排出量，可燃ごみ排出量，および不燃ごみ排出量への負の影響が

あったという結論は本分析とは異なるものであった． 

平均世帯人数の増加による各ごみ排出量への影響が，先行研究 6),7)と異なった要因は，

2-4に示す各散布図（図 2-1～2-4）に示したとおり，本分析に用いたデータでは，平均世帯

人数の増加による各ごみ排出量の負の傾向が見られなかったためと考えられる．そのため，

本研究で得られた分析結果は，対象範囲内では妥当なものであると言える．  
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第五章 結論・課題 

 本章では，まず第四章までのまとめを記す．そして，本研究の結論と今後の課題を述べ

る． 

 

5-1 本論文のまとめ 

 第一章では，ごみ排出量の現状やごみ減量化のための施策，資源ごみ分別収集のごみ総

排出量減量効果についての先行研究，および本研究の目的・意義等について記した．第二

章では，本研究の分析対象や分析方法について述べた．分析対象は，全国 786 の市より環

境省・一般廃棄物処理実態調査結果 1)と山谷 2)に基づき抽出した，有料化を行わず資源ご

み分別収集を行っている 103市とした．本研究ではパネルデータ分析を用いた．推定式の

目的変数は，ごみ総排出量，可燃ごみ排出量，その他ごみ排出量，および可燃＋その他ご

み排出量とし，説明変数は，人口密度，平均所得，平均世帯人数，分別数，および分別品

目に関するダミー変数とした．  

 第三章では，分析結果を述べた．第二章で示した推定式を用い，資源ごみ分別収集によ

るごみ総排出量，可燃ごみ，その他ごみ，および可燃＋その他ごみ減量効果の分析結果を

示し，資源ごみ分別収集が各ごみ排出量にどのように影響しているかを示した．分析では，

まず説明変数を全 17変数とした分析を行い，目的変数に有意である説明変数を特定した．

そして，P 値が有意であると示された説明変数を用いてパネルデータ分析を行った．有意

な説明変数は、全 4分析においてそれぞれ 3～4変数であった． 

第四章では，第三章で示された結果をもとに，決定係数の考察，分別数と資源ごみ分別

品目によるごみ減量効果の考察，および本研究の全体的な考察を行った．本研究のすべて

の分析で決定係数が低かったが，分別品目の不足や個人の分別意識の差異がその要因とし

て考えられる．次に，分析対象別にごみ排出量の減量効果を見た結果，全 4分析において，

分別は家庭系ごみ減量に効果的であり，分別数の増加によってごみ減量効果が大きくなる

ことが示された．さらにごみの分別品目別で見ると，可燃ごみ減量に効果的な品目は白色

トレーであり，2.35%の減量効果が示された．また，その他ごみ排出量および可燃＋その

他ごみ排出量については，紙製容器包装の分別によるごみ減量効果が示され，それぞれ

27.18%，1.30%減量するという結果が得られた． 

さらに，標準化偏回帰係数によるごみ減量効果比較を行った．その結果，分別品目によ

るごみ減量効果も示されたが，いずれのごみの種類についても，分別数の増加によるごみ

減量効果が大きいことも示された． 

 

5-2 結論 

本研究の結果，分別数の増加による家庭系ごみの減量効果が明らかとなった．その一方

で，笹尾 3)
 は分別品目を細かく分け過ぎることがかえって家計の分別努力を損なわせる可

能性を示唆している．これは笹尾が二次関数を用いているため明らかにされたことであり，
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線形式を用いた本研究では明らかにされていない．なお，本研究において同様の定式化を

試みたが，有意な結果は得られなかった． 

また分析結果より，可燃ごみ，その他ごみ，および可燃＋その他ごみ減量に効果的な分

別収集品目が示された．自治体が新たに分別品目として加えると可燃ごみ減量に効果的と

考えられる分別品目は，白色トレーであり，一方，その他ごみおよび可燃＋その他ごみ減

量に効果的と考えられる品目は，紙製容器包装という結果が示された．全国自治体のうち，

白色トレーの分別収集は 34.9%，紙製容器包装は 48.4%で実施されていない．これより，

全国自治体の今後の資源ごみ収集方法に関する施策決定の際に，よりごみ減量に効果的な

資源ごみの分別収集方法を考慮した施策を検討することが可能となる． 

 

5-3 今後の課題 

まず，各分析の決定係数の値が低いことが，本研究の今後の課題として挙げられる．そ

の要因としては分析に用いる分別品目や個人の分別意識が考えられる．そのため，それら

の要素を考慮した分析を行う必要がある． 

さらに，分析結果の白色トレーや紙製容器包装において，ごみ減量効果が大きすぎた要

因を解明する必要がある．市による分別方法の違いや，分別品目の内容についても考慮し

た分析を行うことも課題として残される． 
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